
資料３－２ 

地域生活への移行に係る国等の状況について 

 

1.  障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本

的な指針の一部改正（R5.5.19 一部改正） 

 

○主な改正内容（入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援） 

・重度障害者等への支援など、地域のニーズへの対応 

・強度行動障害を有する障害者等への支援体制の充実 

・地域生活支援拠点等の整備の努力義務化 

・地域の社会資源の活用及び関係機関との連携も含めた効果的な支援体制の整備推進 

・グループホームにおける一人暮らし等の希望の実現に向けた支援の充実 

（参考 「３ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課

題に対応したサービス提供体制の整備」 抜粋） 

➢ （略）特に、入所等から地域生活への移行については、適切に意思決定支援を行い

つつ地域生活を希望する者が地域での暮らしを継続することができるよう、必要な

障害福祉サービス等が提供される体制を整備する必要があり、例えば、重度化・高

齢化した障害者で地域生活を希望する者に対しては、日中サービス支援型指定共同

生活援助（略）により常時の支援体制を確保すること等により、地域生活への移行

が可能となるようサービス提供体制を確保する。 

 

○第６期秋田県障害福祉計画の成果目標 

・地域移行者数：令和元年度末施設入所者数の３％以上 

・施設入所者数：令和元年度末の 1.6％以上削減 

（参考 国が示す次期計画の成果目標（計画期間が終了する令和８年度末の目標） 

・地域移行者数：令和４年度末施設入所者数の６％以上 

・施設入所者数：令和４年度末の５％以上削減 



2. 他県コロニー類似施設における地域移行等の考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


